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XI実 現 原 則
連続す る会計期間を区分す るためには,ま ず,結 合 もし くは生産過程 の開始
時点か ら,販 売市場への移行 に よるそれの終 了にいた るまで のあいだ の企業給
付が どの よ うに評価 され るぺ きか とい うこと,さ らに また,販 売 された給付が
販売過程 の どの段階において取益 として取 扱われ なければならないか とい うこ
とを確定す る原則が必要 となる。 そ うした原則が実 現原則(Realisationsprinz三p>
と呼ばれ るものである(1L
販売市場におけ る取 引行為に よって,物 財 もし くは用役給付 と貨幣 もし くは
債権 との交換がお こなわれ る。 この貨幣額 もし くは債権の高さは,買 手 との契
約に よって確定 されてい るので,常 に一義 的なもの となる。 こ うした企業の給
付 と貨 幣額 もし くは債権 との交換がお こなわれ る時点が実現時点(Realisati・ns:
zeitpunkt)と呼ばれてい る。 そして こうして実 現した取益 が損益計算書に お い
て表示 され るのであ るθ。
さて,こ の実現原則に よって,一 方において,未 実現利益 の計上が否定 され
ると同時に,他 方において,調 達過程(取 引)は 年度決算に対 して成果 中 立 的
に扱われ ることになる。
レフソンは,実 現原則 の内容を よ り詳細に規定す るためには,次 の点が個別
に確定 され なけれ ばならない としている。 すなわ ち,
(i)原則的に,実 現時点 までは,要 素結合を仕入原価 もし くは製作原価 で評
価 してお くこと,
(ii)仕入原価 もし くは製作原価 から販売収益への価値飛躍の時 点(Zeitpunkt
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desWertsprungs),それ故,実 現時点,そ して
⑩ 個 々の実現 の仕方 ・種類,
であ る(3}。
ここでは,実 現原則は,(1)仕入価格原則 と(2)実現の仕方お よび時点 の確定 と
い う二つの特徴を具えた もの として とらえ られ てい るのであ る。
以下,これ らの点について,レフ ソンの主 張してい る ところをみ ることにす る。
(1)仕入価格原則
.仕入価格原則 によって・財は除去(企 業からの離脱)も し くは消費 され るまで
は,そ の仕入原価 で継続記録 され る。そ して,こ の原則 の例外を構成 している
のが 「不平等原則」(lmparitatspripzip)aこしたがった費用の 予 想(見 越計上)で
ある とされてい るのであ る。 レ1フソンに よれば,こ の仕入価格 原 則(Anscha旺・
ungspreisprinzip)は最 も古い 「正規 の簿記の諸原則」 なのである(4}。
(2)実現行 為と実現時点
通常,物 財 の引渡 しを もって収益 が実現 した もの とみなされ る。その際,実
現 した取 引 と未実現の取引 とのあいだの どこに切れ 目を入れ るかは コン ヴェン
シ ョンに もとつい てお こなわ れている。 ここでは,少 くとも,三 つ の時点が考
え られ る。す なわち,
(a)債務者に よる支払いがな された時点,
(b)引渡 し もし くは(用 役)給 付がお こなわれた時点,そ して
(C)契約締結 の時点,
であ る⑤。
これ ら三つ の時点の うち,レ フソソは債務者に よる支払 いがお こなわれた時
点が最 も大 きな実現 の確実性を示 してい るとしている(6)。
さらに,彼 は,リ ス クとい う観点か ら,契 約の締結を もってすでに収益 が発
生 した とみなす ことは,操 作の余地 を残す ことに な り,適 切ではない としてい
る。 もちろん,契 約 の締結に よって,法 的 には,当 事者間に債権 ・債務 関係が
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生 じる。 しかし,当 事者の一方が全部 もし くは少 くとも部分的にその給付を果
す までは,契 約はいわゆ る 「未決取 引」(SchwebendeGeschafte)とみな さ れ 貸
借対照表には記載 されないのである⑦。
す でにみた ごと く,レ フソンは実現時点 の確定は一つ の コンヴェンシ ョンで
あ るとみなし,そ れの合 目的性は 目的一 手段の関係にしたが って検証 し うる と
しているのであ る。すなわち,「会計報告責任(Rechenschaft),資本維持 お よ
びその他の関連す る側面のもとで選ぽれ る時点の うち,ど れ が最 も適切な もの
であるか とい う問題が経営経済的お よび法律的な吟味の基礎 と な っ て い る」(8)
としてい るのであ る6そ してこ うした考量は,物 的財貨の引渡 しに際 しての収
益は引渡 しの時点において,ま た,用 役についてはそ の用役給 付の終了に際 し
て収益が実現 した もの とみなす ことに賛成 してい るのであ る。 この時を一 般的
な実現時点 とみなす とい うことが,学 問お よび実践 におけ る一般 的な見解 とも
な ってい るとしてい るのである。 そしてこ うした区分原則は 「論証」 とこうし
た 「コンセンサス」にもとつ いて(aufgrundderArgumenteunddiesesKonsenses),
「正規の簿記 の諸原則」 とみな され る としているのであ る軌
ところが,長 期間にわたって履行 され るべ き契約についての実現に関 しては,
問題 が生 じる。 その典型的な例が,長 期 的に締結 された賃借契約 であ る。 賃借
契約は,賃 貸人がある対 象物(物件)を,定 期的に支払われ る約定 され た 金 額
で,賃 借人にその使用を委ね る,と い うことに よって特徴づけ られ る。 賃貸人
の経済的給付は,し たがって,こ の対象物(物 件)の 引渡 しにあるのでは な く
て,賃 貸人が約定 された期 間についての利用権(Nutzungsrecht)を賃借人 に 与
える とい う点にあ るのである帥。
レフソソのこの問題に対す る次 の ような見解は,彼 の 「正規 の 簿 記 の 諸 原
則」 の性格 もし くは型を特徴づけ る際に,注 目すべ き点であ る。す なわ ち,「使
用 を委ね ることの給付総体が独立の部分給付 の総和 となる。そ して,そ の部分
給付が期間的に清算 され るのである。 した がって,時 間の経過 とともに,順 々
に,個 々の部分給付が実現 してい くことに なる。 これ に対 して,残 りの取 引は
ひ きつづ き未決の状態におかれる。 そして,約 定 された賃借期 間が終了す るま
164明 大 商 学 論 叢(470)
でその状態がつづ く。 この ことか ら,賃 貸物件は賃貸人の ところで資 産 化(借
方計上)され,か つ,減 価償却 されなければな らない,と い うことにな る。賃借
人 は,賃 借契約 から,決 して,使 用 してい る対象物(物件)に 対す る所有(権)
は要求 しない。彼はただ他人の物件(jUSinrealiena)をもっているにす ぎない
のであ る。民法典に よれば,所 有 と賃借 とは異な る事柄 なのであ る」佃。つ ま り,
「民法典におい ては,分 割 された所有 とい うものは全 く存在 していない の で あ
って,た だ,所 有 か賃借 か とい うことが存在 してい るにす ぎ な い」Gn(lmBGB
gibteskeingeteiltesEigentum,nurEigentumoderMiete)のであ る。
この ように,レ フソンは賃貸借関係を 「未決取 引」 とみな し,さ らに,民 法
典に よる所有 と賃借の区別を基礎に して,こ の問題の会計的処理を論 じてい る
のであ る。彼に よれば,賃 借物件は,賃 借人がただ使用(利 用)し てい る だ け
であ って,所 有 しているものではないので,こ れを賃借人の貸借対照表に記載
す ることは できない とみ てい るのである。 こ うした物件はピそれを所有 してい
る賃貸人 のところで資産化(借 方計上)さ れ,か つ,そ こで減価償却 され る と
い うことにな るのである。
こ うした見解は,今 日問題 となってい る 「リース資産」についての会計上の
処理 についての一定 の解決策 ともな ってい るのである。
レフ ソンは,リ ース料金支払の最終時点に,あ るいは,そ の他 の確定 された
期間において,所 有権が 自動的に名 目上の賃借人に移転す るとす るならば,そ
れは,所 有権の移転,し たがって,実 際は賃借契約では な くて,買 取契約 とい
うものだけが与 えられている,と 考えているのであ る⑬。
レフソソは,リ ース契約について,こ れを伝統的な賃貸借契約 とは異 なった
貸借対照表上の取 扱いをす ることに賛成す る納得 のい く論証 とい うものは何 ら
見つけ ることはで きない として,「報告年度 の賃借料を損益計 算書にお い て 区
別 して表示す ることが,最 もよ く,し か も,最 も簡単に,リ ー ス契約につい て
の情報を提供す ることにな るはず である幽 と結論づけているのであ る。
この よ うに,レ フ ソンは リース契約を通常の賃貸借契約 とみ な し,そ れに と
もな うリース料金 を,損 益計 算書上,区 別 して表示す ることに ようて,こ の間
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、
題を処理 しよ うとす るのである。 この よ うな立場は,基 本的には,¶民法上の所
有権を拠 り所 とした もので,「経済 的帰属性」 を基礎 としてその貸借対 照 表 能
力を認め よ うとす る立場個(たとえば,シ ュナィダーの立場)と は異な るもので あ
る。後者を 「実質優 先思考」 とす るならば,前 者は 「形式優先思考」 とで も呼
ぶ ことができ よう。
この よ うに,こ の問題 をめ ぐって,今 目,二 つの大 きな思考上の流れがみ と
め られ るのであ るが,レ フソンの立場は現行 の商法 に もとつ く 「オー ソ ドック
ス」 なもの といえる㈱。
さらに,レ フソンは長期債務 と りわけ年金債務の割 引について疑問を呈 して
い るの であ る。 つ ま り,彼 は長期債務を割引 くこと,し たが って,将 来のあ る
時点において一括 して支払われ るべ き金額を割 引いてその金額以下の額で現在
表示す ることを疑 問視 してい るのである。
しか し,実 務では,そ うした債務 を割引 くことが一般的 となってい るし,ま
た,株 式法上 も認め られ てい るのである。 レフソンは,そ の ように年金債務 を
割引 くこ と9こよって,集 め られた(年 金支給の源資となる)資本(Versorgungska・
pita1)の利子収益 が年金 期 待 権(Pensionsanwartschaft:受益者の年金受領請求権)
の開始(年金受領権の発生)から,年 金関係の終 了 までの人件費(PerSonalaufwand:
企業が従業員=年 金受領者のために負担する費用,つ まり,掛金の一部 負担額)を減少
させ る とい うことが生 じることを指摘 して,ブ ッシ ュ(Busch)anの論 証 を 基 礎
に して,そ うした割 引が実現原則に違反す る としてい るのであ る閲。
レフソンは,年 金債務を割引 くとい うことは年金 引当金の設定に よって企業
内に拘束 され た資本 が投資 され て利益を もた らす とい う考量に基づいている こ
とを指摘 した うえ で,そ の よ うな考え方は未実現利益 の計上につなが ると批判
す るのである。 「この割 引に よって考慮 され る利子収益は明 らかに未実 現 の 取
益であ る。 これには,第 三 者に対す る利子請求権(未 収の受取利息)の よ うに,
その企業が要 求し うる契約上の利子債務 『(利子支払義務)といった ものは何 ら対
応 していないの である。 そ もそ も,資 本の投下に よって,利 益が生 じるか どう
か とい うことは,期 間帰属問題 を無視す るとす るな らば,企 業が全体 として当
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該期 間にお いて期間利益 もし くは期 間損失を獲得す るか ど うか とい うことに依
存 してい るのであ る。 もしそれ が利益を獲得 しなか った り,あ るいは十 分な利
益を獲得 しない とす るな らば,内 部経営的利子収益 もまた存在 しない ことにな
り,し たが って,過 去の数会計期間においてお こなわれていた実現原則に対す
る違反が明 らか となる」⑲。それに もか かわ らず,実 務におい ても,ま た文献に
お いて も一 ただ しブ ッシ ュは別 であ るが一,年 金債務はそれ以外のすべ て
の長期債務 と同様に割引かれ るべ きであ る,と い うことは争いの余地のない事
とされているのであ る。 しかし,レ フソンは,「もしわれわれが実現原 則 を 破
ることを原則 的に弁護 しえないもの と考えるな らば,今 目の貸借対照表実務は
変え られ なければならない。 いわゆ る税務貸借対照表の商事貸借対照表に対す
る従属性を厳 格にみるならば,税 務 当局の規則 もこの ことに賛成 しなければな
らないはず である。実現原則は税判決に よって も承認 されてい る正規の簿記の
諸 原則 なのだか ら」⑳と主張 してい るのである。
この ように,レ フ ソンは,法 律に よって容認 されてい る年金会計の実務に対
して,演 繹的 ・目的論的 「正規の簿記の諸原則」 の立場 から反対 し,そ の改善
をせ まってい るのであ る。 この点に,レ フソンの演繹的に展開 され る 「正規の
簿記の諸原則」 論の一つの特徴 がみ られ るのであ る。 と りわけ,年 金会計につ
いての主張(法および実務に対する改善提案)と,す でにみた,リ ース資産につい
ての会計処理に対す る主張(現 行法にもとつ く実務を支持する立場)に は注意 して
お く必要 がある。 レフソンの演繹的に展 開され た 「正規の簿記 の諸原則」 論が,
法お よび実務 との関係において,少 くとも表面的には,一 義的な ものとはな っ
ていない とい う点 には,と くに,注 意 してお く必要があ る。
要す るに,レ フソンは,そ の 「正規 の簿記 の諸原則」 の 体 系(こ れは,「会計
報告」,「文書記録」および 「資本維持」とい う上位目標から展開された ものであるが)か
ら,「実現原則」を固持 しつつ 「年 金会計」 と りわけ 「年 金債務 の 割 引」問 題
を論 じてい るのである。そ して レフソンはその 「正規の簿記 の諸原貝il]の立場
か ら,年 金債務お よびその他 の長期債務 の割引に反対 しているのである。 しか
し,レ フ ソンの こ うした態度は,こ れ を 「リース会計」実務 と 「年金会計」実
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務 との 関 連 で と ら え る な ら ば,そ の 主 張 に 食 い 違 い の あ る こ と が 明 ら か に な る。
つ ま り,「 リー ス 」 問 題 に つ い て は,「 取 引 」 概 念 を 拡 大 し,か つ,「 資 本 維 持 」
を 「正 規 の 簿 記 の 諸 原 則 」 導 出 の 目標 の 一 つ に 加 え る こ とに よ っ て,合 理 化 し
え た の で あ る が,「 年 金 」 問 題 で は,「 正 規 の 簿 記 の 諸 原 則 」,と りわ け,シそ れ
を 構 成 す る 「実 現 原 則 」 の 堅 持 と い う立 場 か ら,現 行 の 法 お よび 実 務 に 対 す る
改 善 提 案 を お こ な う とい う形 と な っ て い る の で あ る。 こ こ に,レ フ ソ ソ の 「正
規 の 簿 記 の 諸 原 則 」 の 特 徴 を 見 る こ と が で き る の で あ る。 こ の 点 の検 討 に つ い
















個Schneider,Dieter,Steuerbilanzen,Wiesbaden,1978.詳細 こついては 拙 稿 「シ ュナ イダ
ー税務貸借対照 表論」,r明大商学論叢』第63巻第2・3号(1981年1月)を参照 されたい。
⑯ レフソシの こうした主張のように,貸 借対照表には記載しないで,損 益計算書での区分表示が









しか し,Buschは,それは 「実現原則」に違反すると主張しているのである。 レ フソンもこの
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さて,「財産状態」お よび 「収益 状態」への十分な概観 を与 えるた め に は,
さらに,収 入 ・支出の流れお よびそれ らに よって測定 され る収益 と費用の期 間
帰属を確定す るための原則 が必要 とな る。収益お よび費用 の期 間帰属を確定す
るためには,ま ず,「事物に したがった区分(対応)」(AbgrenzungderSachenach)
がお こなわれなければな らない。
(i)「事物 にしたが った区分(対 応)」
簿記技術的には,在 高の変動を株式法 の規定 してい る総原価 法(Gesamtkost-
enverfahren)にしたが って考慮す ることは,何 らの問題 も引起1さ ない。 す な
わ ち,一 方において,損 益計算書において,会 計期間の要素費消全体 が費用に
計上 され,他 方において,在 高が増加 した場 合には,年 度末 と年度初めにおけ
る完成 ・未完成の製品在高の差引残高(期 首在高と期末在高の差額)が 販 売 収 益
に加え られ る。在高が減少 してい る場合には,そ の差引残高が取益 か ら控除 さ
れ るω。
この ように して,収 益 と製品の製造 のために費や された要素 とが対 応 させ ら
れ るのであ る。
(a)帰算基準の問題
レフソンは,原 価 と給付 の帰算において,発 生 とい う考 え 方(Gedankender
Verursachung)を用い ることは もっと もらし く(plausibel)みえるが,し かし,
この原則は会計期 間の区分(限 定)の ために役立つほ どに一義 的(eindeutig)な
ものでは ない,と のべ てい る(2]。
(b)'平均原価原則(Durchschnittskostenprinzip)
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そ こで,レ フソンは,製 品お よび用役 の製造 のために投入 されたその期 のす
べ ての要素費消 と,そ の決算期 間において製造 され た製 品 もし くは購入 された
商品 とを均等に(gleichmaBig)対応 させ ようとす るのであ る。 その際,こ れ ら製
品 ・商 品が販売 され ようと,ま だ在庫 として残 ってい よ うと,レ フ ソンに とっ
ては どうで もよい こととなる。 したがって,そ こでは,す べての要素費消が会
計期間 の完成 ・未完成の製品の製造 のため の価値 消費 とみな され る。 「平均原価
原則 もし くは給付対応 原則(Leistungsentsprechungsprinzip)にしたが った支 出の
配分(Ausgabenverteilung)がヘル ムー ト・コ ッホ(HelmutKoch)によって科学
的に基礎づけ られた。問題は〉 異な った完成 品 お よ び 未 完 成 品 に 共 通 原 価
(Gemeinkosten)を配分す るための適切 な尺度を見つけ る とい う純粋に実践的な
問題に還元 され る」㈲のであ る。 そ こでは,「ある製 品単位 の製造が平均 して ど
れほ どの原価 を発生 させたか とい うことでは な くて,ど れほ どの原価があ る給
付単位 に,平 均 して,配 賦(entfall飽)され るのか,も し くは,ど れ ほ どの 原
価 が給付単位に平均 して,入 って行 く(k・mmen)のか とい うこ と」{4)が問 題 と
なるの であ る。そ の際,レ フ ソンは,支 出の配 分の根拠 を何 ら見つけ る ことが
できない とすれば,シ ュナ イダ 一ーのい う 「根拠 欠如 の原則」(Prinzipvomman・
gelndenGrunde)(5)にしたが って,「平均に よる配分」(VerteilungnachdemDur・
chschnitt)で満足 しなければな らない としてい るのであ る{6)。そ して,レ フソン
は こ うした 「平均原価 原則」(Durchschnittsk・stenprinzip)を理論 的に も満 足 で
きるもの と考 えてい るのであ る。 また,実 践的 な貸借対照表作成に際 して も,
そ うした大雑把な方法 を用 いなければ ならない としてい るのであ る(7)。
(c)帰算の特殊 問題一 減価償却一
シュナ イダーは,逓 減的 もし くは逓増的減価償却を採 る ことに対す るもっ と
もらしい根拠が何 も存在 していない よ うな場合 においては,「根拠 欠如の原則」
に も とついて,直 線的減価償却が選択 されなけれ ばな らない⑧,と 主張 し て い
る。 しかし,レ フソンは シ ュナ イ ダーの こ うした主張には疑問を呈 し,減 価償
却 の測定は,通 常,確 率に基礎をおいている(これには 「慎重性の原則」がかかわ
っているのであるが)の で,貸 借対 照表 の諸者には,と くに,償 却方法について
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の情 報 を 「営 業 報告 書」(Geschaftsbericht)で提供 す る こ との 必要 性 を強 調 す る
の であ る(9}。つ ま り,「根 拠 欠 如 」 とい う命 題 に した が って,も っぱ ら,直 線 的
な減 価 償 却 を用 い て の 「均 等 な期 間 配 賦 」(gleichmaBigePeri。denbelastung)を
正 当 化す る こ とは,「均 等 な配 賦 とは一 体何 であ るか が無 恣 意 的 に 定 義 され て い
な い 限 り,疑 わ しい もの で あ る」⑩と批 判 し てい るの であ る。 そ の うえ で,レ フ
ソソは 「根拠 欠如 の原 則 か ら,原 則 上,直 線 的に 償 却 され な けれ ば な らな い と
い うこ とは 論 理 的に 導 き出 され えな い 」⑪とす るの で あ る。 レフ ソンは,む し ろ,
「根 拠 の存 在/欠 如 の 原則 」(Prinzipv・mvorhandenen/mangelndenGrunde)から,
デ 般 的 お よび 特殊 的に 提 出 され うるす べ て の償 却 方法 が許 容 され うる とい うこ
とが 導 き出 され なけ れ ば な らない と して,こ うした 根 拠 は,シ ュナ ィ ダー に よ
って,全 く,完 全 に は研 究 され な か った と批 判 す るの で あ る。 「決定 的 な 基 準
とな り うるの は,た だ,企 業 給 付(Unternehmensleislungen)とそ の た め に 投 入
され た要 素 との 正 しい期 間対 応 とい う目的だ け で あ る」⑫と主張 す る ので あ る。、
そ して,臨 時 的 な減 価 償 却 の測 定 とい う問題,さ らに,税 務 上 の特 別 償 却 につ
い て は,こ れ を 区別 し て(例 えば,貸 借対照表 の貸方でか,あ るいは附属明細書にお
いて)表 示 す る とす るな らば,年 度決 算書 を よ り明瞭 な も の(informativer)と
す る こ とがで き る と主 張 す るの であ るen。
(d)共通 原 価(Gemeinkosten)の期 間 帰属
「製 作 原 価」(Herstellungsk・sten)に対 す る法 律 上 の 定 義 は存 在 し てい な い の
で,そ の 内容 は 「正 規 の 簿 記 の諸 原 則」 に よって 決定 され る。 こ こでは,期 間
関 連 的 共通 原 価(periodenbezogeneGemeinkosten),すなわ ち,時 間 比 例 的 要 素
i費消(zeitproportionalerFakt・rverbrauch)が,財貨 の 価 格 づ け(Bepreisung)に
際 し て,は た して また どの よ うに して 期 間 帰属 させ られ るか とい うこ とが 問題
とな る00。
この点 に つ い て,レ フ ソンは次 の よ うに のべ て い る。 「平均 原 価 原 則(Dur"
chschnittskostenprinzip)を共 通 原価 に 適 用 す るヒ とは部 分的 に 異 論 の あ る と ころ
で あ る。共 通原 価 を個 々の製 品に 強 制 的 に帰 算 させ る論理 的 な 可 能 性 とい っ た
もの は何 ら存在 し てい な い の であ る。 それ 故,二 ・三 の経 営 経 済学 者 は,未 完
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成品お よび完成 品をその平均原価で資産(借 方)計 上す るのでは な くて,も っ
ぱ ら,変 動費 で(zuvariablenKosten)資産(借 方 計 上す ることを提案 して い
る。 こ うした見解の主張者は,主 として,次 の ような論証を基礎に しているの
であ る。す なわ ち,
{1)定義 にしたがえば,固 定費は,製 造には関係な く発生す るので,そ れが
発生す る期 間に帰算され るべ きであ る。
(2)1965年株式法は,第153条第2節 において,製 作原価 の計算に際して,
営業費 お よび管理 費を,適 当な範 囲で,算 入 して も"よ い"(dtirfen)と規
定 している。
(3)全部原価 の資産1(借方)計 上は未実現利益の表示につながる」ts。
しか し,レ フソンは期 間計算の本質は,取 入 と支 出を,そ の時間的な発生に
は かかわ りなしに,貸 借対照表 目的に最 もよ く合致す る処理方法に したが って
個 々の会計期 間に分割す る ところにあ ると考えてい るのであ る。そ して,レ フ
ソンは,費 用 と取益 の内容 を規定す ることに とって重要な ことは,実 現原則に
したが って,発 生す る取益 とそれを もた らす ために必要 とされた要素費 消 とが
同一 の会計期 間に帰属 させ られ るとい うことであ り,「貸借対照表能力 を もつ
製作原価の概念 内容は,実 現原則 と在高 の 成 果 中 立 性(Erfolgsneutralit5tder
Bestande)を達 成す るとい う目的から導 き出され るべ きであ る」aeとす るのであ
る:そ して完全 な平均原価(volleDurchschnittsk・sten)を製作原価 の 内 容 とす
るこ とはそ うした 目的に合致す ると主張す るのである⑰。
レフ ソンは,完 成品の在高を全部原価 で資産(借 方)計上 した場合 と,変 動
費 で計上 した場合 とを比較検討 して,次 の ようにのべている。 「両方法 の 長 所
もし くは短所は,そ れ故,明 らかの ごと く,わ れわれがわれわれの例に対 して
選択す る前提(Pramissen)に依存 しているのである。 いいかえれ ば,そ の時 々
の経営的お よび経営外的与件に依存 してい るのであ る。企業が在高を全部原価
(V・Hk・sten)で評価 しようとしてい るのか,あ るいは変動費(variableK・sten)
だけで評価 しようとしてい るのか ど うか とい う問題を,企 業は個 々の企業領域
におけ る営 業状態 にしたが ってではな くて,た だ長期的に,し か もすべ ての企
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業領域に対 して,統 一的に確定す ることができ るので,企 業 は特定 の処理方法
を とる ことを決定 しなければならない」a㊥。
さらに,レ フソンは,決 算書の比較可能性 とい う観点か ら,一 般 的には,特
定の処理方法が選択 され,そ してそれが 「正規 の簿記の諸原則」 として承認 さ
れ ると・い うことが好 ましい とされ てい るが,し かし,そ の決定 は,'原則に もと
つ いて,し か も,そ の状況(Sachlage)からお こなわれ るべ きであ るとしている
のである⑲。
レフソソは,変 動費だけを資産計上す る処理方法の言明能力についての検討
をお こない,操 業度が低下 した場合(83%に肖臓 された場合)に は,9全部原価計
算の方が言明力が大 き くな り」㎝,こ うした仮定の方が 「時間比例的原価 が完全
に硬直的であ るとす る仮定 よ りは,現実 の企業 状況 に とっては,より典型的な も
の とな る」伽としているのであ る。 このことを基礎に して,レ フソンは,景 気変
動期に際 して も,全部原価計算が選択 され るべ きであ る㎝,と主張す るのである。
、さらに,レ フソンは こ うした主張をお こな うも う一つ の論拠 として,原 価分
解 くKostenaufl6suhg)の問題性 を指摘 してい る。 「変動費だけを資産化す るとい
うことは,変 動費 と固定 費 との明確な区分 とい うものを前提 としてお り,ま た,
こ う・した評価方法 と原価分解 の仕方が,毎 年,一一様 に適用 され るとい うことを
前提 としてい る」㈱としているのであ る。
しかし,レ フソンは,「固定費 と変動費,な らびに,個 別原価 と共通原価は,
無恣意的には,区 別す ることはできない」四とみてい るのである。'さらに加えて,
レフソンは原価計 算論 からの重要 な論証をあげて,変 動費 と固定費 との区分を
正確にお こな うことができるのは,確 定された操業計画から出発 して,総 原価
の変動が計画 の変 更に よって計算 され る場合だけであ るとす るのである6そ し
て,「このことは,決 算期 の固定費 と変動費 との理論的にす っき りした 区 分 と
'いうものは全 く不可能 であ る,'とい うことを意味 しているのであ る。変動費だ
けを資産化す ることを推奨す るこ とは理論的な洞察 に反す る」㈱と 結 論 づ け て
い るのであ る。
これに関連 して,レ フ ソンは次の ように のべてい る。 「例えば,短 期 的 な 価
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格下限についての意思決定 を限界原価考量(Grenzkostenttberlegungen)の上に構
築 しなければな らず,ま た不足 してい る要素が(相 対的な)貢 献差益(Deckungs-
beitrage)にしたがって生産に入 って行 くとい う認識 からは,他 の経 営 上 の 任
務一 年度決算書の作成一 に関 して も,同 様に,変 動費だけで計算 しなけれ
ばならない とい うことにはな らない」㈱のであ る。
レフソソに よれば,「共通原価計算(Gemeinkostenrechnung)の基礎 とし て の
平均原価原則(Durchschnittskostenprinzip)は,これに したが って未完成 のお よ
び完成 した製品の製作原価を算定 させ よ うとす る税務当局 の要求に よって,と
くに実務においては,定 着 した もの とな ってい る」伽のであ る。しか し,レ フソ
ンは,い ずれの方法が 「正規 の簿記の諸原則」 であるのか とい う問題につ いて
は,た だ論証力(KraftderArgumente)にもとつ いてのみ決定 され うるとして,
次の ように強調す るのであ る。 「裁判官 もまた,法 律の条文 のほかに,そ れ(論
証力)だ けを価値あ るもの とみ とめ ることが できる。文献において も,ま た,
ここで提示 された考慮は,現 在の論議状況 の もとでは,製 作原価(Herstellungs・
kosten)を全部原価計算(V・11k・stenrechnung)にした がって把握 す る こ とが 正
規の簿記 の諸原則である とい うことに賛成 してい る。 こ うした確認 は,変 動費
だけを資産化す ることの使用可能性(Brauchbarkeit)を証 明す るよ うな説 得 的
な論証がな され るな らば,そ の ことに よってのみ,反 駁 され うるはず であ る。
推 測の余地があ るとい うことが,無 恣意的な会計報告(Rechenschaft)の妨げ と
な るので,現 在 の ところは,全 部原価計算の方法だけが正規の簿 記の諸原則 と
な りうる」四。
この ような レフソンの主張は,と くに実務お よび法 との関係でみ るとき,注
意 してお く必要がある。 この点は,レ フソンの 「正規の簿 記の諸原則」論の性
格づけに際 して重要 であるよ うに思われ る。 この点について も,さ らに,別 稿
で検討す るこ とにす る。
③i)「時間 にしたが った区分(対 応)」
さて,レ フソソは収入 』・支 出お よび費用 ・取益についての時間に したが った
区分につい て も,基 本的には,「正規の簿記 の諸原則」に した がってお こ なわ
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れ るべ きであ るとしてい る四。
その際,レ フソンは,時 間に したがって期 間帰属 させ られ る費用 ・収益項 目
として,次 の ものをあげてい るω。
L期 間関連的に発生しそして数会計期間に期間対応的(zeitraumgerecht)に
割 当て られ る取益i。
2.期 間関連的に発生す る費用。ただ し,そ れが経営 の活動 目標の達成に役
立ち,そ れ故,最 終 的に は,「平均原価原則」に したが って,実 現 収 益 と
未実現収 益別 に,期 間帰属 させ られ,し たがって部分的に資産化 され る場
合 もあ りうる。
3.過 去の数会計期間か らの事後的に計上 され るべ き金額。
4.反 対給付 をと もなわ ない取益 と費用。
レフ ソソは,と くに,こ の うちの3と4に 含 まれ る項 目について,次 の よう
な一覧表を示 してい る⑳。
レフソソは,こ うした項 目についての明確な期間区分について,次 のよ うに
のべてい る。 「アイ ドル ・コス トを時間発生に したがって期 間帰属 させ る こ と
は,た だ,事 物に したが って,発 生 した費用 の一部分だけが収益に帰算され う
る,と い うことか ら生 じて くるのであ る。事物にしたがっては期間帰属 させ る
ことの できない費用残 とい うものが残 ってい るのであ る。 これ ら費用は,た し
事後的に計上されるべき収益と費用















































か に,生 産 諸 要 素 を販 売 可 能 な 製 品に 転 換 させ るた め に な され た もので あ るが,
しか し,こ の 目標 は達 成 され て い ない の で あ る。 こ こに 属 す る もの には,'何ら
の結 果 に もつ な が らな か った 実 験 費(Versuchsk・sten)もあ る。 した が っ て,こ
れ は 資 産 化す る こ ともで きな い し,ま た,会 計期 間 の収 益 に も帰 算 す る こ とが
で きな い の で あ る。 た だ し,実 験 費 は,い ず れ に せ よ,株 式 法 第153条第3節
に した が って,た だ そ の時 間 的 な 発生 に し た が って の み 計上 され る こ とは な い
もの とす る」助。 しか し,レ フ ソソは,こ の規 定 は,「 正 規 の 簿 記 の 諸原 則 」 を
法 典 化 した もの で は な くて,む しろ,そ れ か ら乖 離 す る法 規定(Rechtsvorschrift)
であ るの で,す べ て の企業 形 態 に 妥 当す る もの では な い と して い るの で あ る。
そ して,レ フ ソンは,こ れ ら事後 的 に 計 上 され るべ き収 益 と費 用,お よび,反
対給 付 を と もなわ ない収 益 と費 用 を,細 分 割 した うえ で,損 益 計 算 書に お い て
区別 し て表 示 す る こ とを提 案 し てい るの で あ る。 彼 は,そ うす る こ とが 「明 瞭
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